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〈論文〉

福祉サービスに関する苦情解決制度

における第三者委員の役割

l はじめに

筆者は.滋賀県下のある社会福祉法人の苦情解

決体制における第三者委員を委嘱され.法人が運

営する 3つの特別養護老人ホームへの月 l回の訪

問活動をはじめてからおよそ 8年になる。この

間.滋賀県運営適正化委員会が開催する第三者委

員の研修会において，他の法人や事業所等の第三

者委員と交流する中で 定期的な訪問活動をして

いる委員は皆無であることを知った。また.滋賀

県運営適正委員会が行った調査において(υ. 第三

者委員が 1年間に事業所を訪問した日数が， ro 
回」が33.5%. rl回」が 16.3%で約半数を占め.

r 11回以上」との回答は 6.8%とし寸結果からも.
第三者委員の定期訪問は一般的な活動スタイルで

はないことカTわかった。

そして，第三者委員活動の中で.利用者は.苦

情受付担当者(相談員など事業者が選任)に申し

出ることがほとんどで 直接第三者委員に持ち込

まれることは皆無であること.定期訪問時に利用

者と会話する中で.認知症等により.意思表示が

困難なため自ら苦情を申し出ることができなくな

っている場合が多いこと.手IJ川者の苦情を理解す

るには日常生活を知る必要があることなどがわか

ってきた。これらのことから 第三者委員が利川

者の元へ出向き.苦情を聞きlHす活動なしには，

その役割を果たしたことにはならないと考えるよ

うになった。しかし多くの場合このような活動

がなされていなし、それはなぜなのか明らかにし

たいというのが.本稿作成の発端となっているo

そこで. まず.苦情解決制度創設時にさかのぼ

って.苦情解決制度において第三者委員にはどの
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ような役割が期待されていたのかを検討する。さ

らに，実態調査や実践事例の報告から，第三者委

員活動の実態を把握する。それらをふまえて.苦

情解決制度における第三者委員の役割とは何かを

明らかにすることを本稿の課題とする。

2 苦情解決制度創設の経緯

現在.社会福祉施設・サービスの利用の仕組み

の原則となっている契約制度は，利用する者は自

らの意思で選択・決定し提供する者と契約関係

を結び.提供される内容に不満や問題があれば，

それを直接提供者に申し出て訂正させることがで

きることになっている。ただし，その前提とし

て.利用する者と提供する者は対等な関係でなけ

ればならない。

ところが，利用する者は，障害や疾病などによ

って判断能力が不十分な場合があるD また.介護

などの援助は.r助ける側と助けられる側といっ
た非対称的な関係のうえで成り立つ行為J(2)であ
り，媛助を受ける側はそれなしには生活が立ち行

かなくなることもありうる。する/される関係は

常に非対称であることから.対等な関係の構築に

は，利用する者への何らかの援助が不可欠であ

る。

そうした援助は権利擁護のーっと位置付けられ

るが，平岡氏は，権利擁護という概念を次のよう

に整理しているo

まず.狭義の権利擁護概念は， r判断能力が不
十分な人々に対して憲法的要請から自己決定権を

保障することを示しているもの」ωであり.自己

決定過程の支援と自己決定した権利の主張の支援

(代弁)として.現行制度では.成年後見制度，
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日常生活自立支援事業 各種の相談支援制度がこ

れに該当する (4)。

そして，広義の権利擁護概念は， i判断能力の

有無にかかわらず，立場性の違いから自己決定権

を阻害されている場合に 自己決定の実現を法令

上保障することJ<のであり 主張された権利の実

現の支援として.苦情解決制度，オンプズパーソ

ン制度，虐待防止制度，第三者評価事業があると

しているω。

このように，苦情解決制度は広義の権利擁護制

度のーっとして位置づけることができるが，どの

ような経過で導入されるに至ったのかを述べてみ

たい。

苦情解決制度は，社会福祉基礎構造改革の論議

が進む中で， 1998年6月17日，中央社会福祉審

議会社会福祉基礎構造改革分科会による「社会福

祉基礎構造改革について(中閉まとめ)Jの中で.

改革の具体的内容のひとつである， i質と効率性

の確保」の課題において「利用者や施設職員など

の意見を反映する仕組みを設けるとともに.第三

者機関において苦情を受け付け，それを改善につ

なげるための対応を行う必要があるJとして.そ
のあり方が示されている。

ついで， 1998年 12月8日，中央社会福祉審議

会社会福祉基礎構造改革分科会「社会福祉基礎構

造改革を進めるに当たって(追加意見)Jでは.

利用者の立場に立った福祉制度の構築として，

「利用者及び事業者の双方が納得できる解決策を

円滑に見いだせるよう すでに行われている地域

での自主的な取り組みも活かしながら，サービス

の特性に対応した中立的な第三者の関与する適切

な苦情解決の仕組みとすることJとして，さらに
その内容が明確化されていったo

これらの検討において，苦情という用語が採用

され，その解決の仕組みは，苦情処理ではなく.

「苦情解決」と表現されているが，ここに， iネガ

テイプにとらえられ. ともすれば密室化しやす

い.この課題の捉え方の転換が伺われるJ(7)とみ

ることができる。さらに，その仕組みを，事業

者，都道府県段階という重層構造にすることも示

されている。

さらに.全国社会福祉協議会福祉サーピスに係

る苦情解決に関する検討委員会が， 1999年 10月

15日に提出した「福祉サービスに係る苦情解決

に関する検討会」報告書において.そのあり方.

実施方法が整理されているが，第三者委員は，湘

南ふくしネットワークによるオン7'ズマンの活動

を発想の基本として その制度化を図ったと苦情

解決制度の構想にかかわった平田氏は述べてい

る川口

では，第三者委員はどのような役割を担うこと

が想定されていたのか 湘南ふくしネットワーク

のオンフ市ズマンの活動の概略を示しておきたい。

湘南ふくしネットワークは， i施設の閉鎖性，
縦割りの状況，自己完結性などの構造的欠陥を突

破する，利用者主体の施設のあり方」ωを問うと

いう問題意識のもとに結集した施設や弁護士など

による活動が発端となっているo

1997年に設立されたが (20日年8月現在， 21 

名の福祉オン7'ズマンによって，県内 19箇所の

施設に毎月訪問)，施設単独型福祉オンプズマン

の限界(10)を克服する「施設利用者の地域での生

活支援.権利擁護という観点から活動を進めるこ

とをめざした取り組みJ<II)であると評価できる。

湘南ふくしネットワークのオンプズマンには，

弁護士.大学・専門学校教員.司法書士などの利

用者の権利擁護に関する実務経験のある人や.障

害のある人やその家族 問題意識の高い市民など

が選任されているω。

そして，オンプズマンは 2--3人で加盟施設に

最低月 l回は訪問し，利用者や職員から相談を受

けるが.それらについては毎月開催されるオンプ

ズマン委員会で共有化され 問題への対応が協議

されるo 是正・改善の必要がある場合は.その旨

施設と相談者に通知する。定期的な訪問以外に

も，利用者家族との懇談や利用者の会への参加な

どの方法でかかわりをもっ活動を展開してい

る(13)。

第三者委員は，このような活動を行うことを想

定して苦情解決の仕組みは制度化されていったわ

けであるが，最終的には事業者段階のものは.社

会福祉法第 82条において 都道府県段階のもの

は社会福祉法第 83条以下において定められると

ころとなった。
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図 事業者における苦情解決の流れ

①苦情解決体制の周知

運営適正化蜜員会等

l 

第

⑥苦情結果の公表

・解決の結果を個人情報に関す

るものを除き「事業報告書」

や「広報器Jなどに実績を掲
厳し‘報告する。

①苦情解決体制の周知・説明

・事業所内の掲示やパンフレットなど

で周知する。

苦情受付担当者の氏名

苦情解決賓任者の氏名

第三者委員の氏名と連絡先

苦情解決の仕組みなど

②苦情の受付け

・利用者.家族等から苦情を随時受付

ける。

・苦情の内容の整理

申出人の意向の確認

.苦情解決賓任者との話し合いの

希望の有無

第三者委員への報告および話し

合いへの立会いの要否

・匿名の苦情も受付ける。

・第三者委員が直掻受付けることもで

きる。

③申出内容の報告・彊毘

・苦情を受付けたら、苦情解決責任者

に報告する。

・第三者委員から申出人ヘ苦情の報告

を受けたことを連絡する。

・投書や置名の苦情は.苦情解決責任

者および第三者番目に報告し必要な

対応を行う。

④話し合い・解決案の調聾

・苦情申出人との話し合いによる解決

を図る。

・必要に応じて第三者番員の立会いを

要揖することができる。

・第三者委員は‘解決案の調整-助君

を行う。

⑤苦情対応の記録・確認

・己主曹を約束した事項について一定期

間経過後.苦情を@し出た利用者と

第三者蚕員に報告する。

・苦情受付から解決.改善までの経過

について書面に記録する。

・話し合いの結果や~曹司E項などを書
面に記録し確認する。

(出所)滋賀県運営適正化委員会『平成23年度福祉サービス苦情解決体制整備状況等に関する調

査報告書j
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その仕組みは，具体的には厚生労働省「社会福

祉事業の経営者による福祉サーピスに関する苦情

解決の仕組みの指針についてJ(20∞年 6月7

日)で示されているが.前述の全国社会福祉協議

会「福祉サービスに係る苦情解決に関する検討-

会J報告書の内容を踏襲しているので.その中
で.第三者委員の意義.職務内容.選任方法につ

いて述べられた部分をあげてみたい。

まず.r事業者に第三者を含めた苦情解決の仕
組みの導入を図ることにより.苦情を密室化せ

ず，一定のルールに沿った方法で解決を進め.円

滑・円満な解決の促進や事業者の信頼や適正性の

確保を図るJために 「苦情解決に社会性や客観
性を確保し利用者の立場や特性に配慮した適切な

対応をするjことを第三者委員設置の意義として

いる。

そして.第三者委員の主な職務としては，①苦

情受付担当者から受け付けた苦情内容の報告聴

取，②苦情内容の報告を受けた旨の苦情申出人へ

の通知，③手IJm:者-からの苦情の直接受付，④苦情

EI:Jし出人への助言，⑤事業者への助言，⑥背|育巾

出人と苦情解決責任者の話し合いへの立ち会い，

助言，⑦苦情に係る事業の改善状況等の報管聴

取，③EJ~:~・ n{] な状況把艇と意見傾聴が列記されて

いる。

さらに.第三者委員は，経営者の責任において

選任すべきであるとし，設置の形態の例示として

事業所単位での選任，法人単位での選任，複数事

業所の共同での選任，複数法人での選任の方法が

あげられている。このような仕組みを図に示すと

前頁のとおりである。

3 苦情解決体<<jlJにおける

第三者委員活動の実態

苦情解決体制における第三者委員の活動状況を

うかがい知るために，大阪府下の老人福祉施設を

対象に行われた調査をとりあげる。

本調査は，大阪府下の老人福祉施設482施設を

対象に.2007年3月に実施されたものである川。

調査結果をみると.まず.第三者委員の活動内

容であるが. r施設内の見学・訪問」が38.7%で

最も比率が高く.ついで 「苦情内容・改善状況

の聴取」が32.5%となっている。「利用者からの

苦情の直接受付jは10.6%に止まっており.r現
在，活動が行われていない」との回答が 27.8%

に上っているo また 第三者委員が 1年間に施設

を訪問した回数は. rl ~11 回」が 60.5%. r12回

以上Jが20.7%，r未訪問」が 18.7%となってい
る。

第三者委員の活動状況の分析では.第三者委員

の人数が多い施設ほど.第三者委員が施設側から

苦情内容や状況を聴取する割合が高いことと，苦

情受付担当者と利用者との話し合いによって苦情

解決を行う割合が高いこと，そして，第三者委員

設置の効果として「職員の意欲が高まったJr第
三者委員はぜひ必要である」と回答した割合が高

くなっているということを指摘している。

また，訪問回数がr12回以上」の施設では，
「未訪問Jrl~ lI回J の施設に比べ. r利用者か

らの苦情の直接受付Jr積極的な状況把握・意見
聴取」の割合が顕著に高く 未訪問の施設の 64.3

%は現在活動を行っていない状況であることも明

らかになった。加えて 訪問回数が r12回以上J
の施設で.rサービス内容の改善Jr利用者によい
影響がある」と回答した割合が高くなっているこ

とも注目に値する。

さらに，苦情が「ない」施設の 35.8%は第三

者委員が現在活動しておらず 苦情が「ありjの

施設より苦情内容および改善状況の聴取が少ない

とし寸結果も出ている。

こうした分析から.r苦情『あり』の施設.第
三者委員の人数が多い施設 および、第三者委員の

訪問回数が多い施設の共通点は.苦情内容の聴取

とそれに基づく改善への対応を積極的に行ってい

たこと J(15)が結論づけられているが，第三者委員

が本来の役割を果たすためには，事業者が苦情を

積極的に受けとめるか否かが大きな鍵を握ってお

り.複数の委員を設置することや定期的な訪問が

必要であることが明らかになっている。また，第

三者委員の活動は，利用者への援助に一定の成果

をもたらしているとの結果が得られている。

他の地域においても第三者委員の活動状況を把

握するために，本調査と同様の報告書や論文を検

索したが.本調査を実施・分析した金，黒田両氏
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が， r第三者委員の実際の活動状況に着目し.具体
的な役割について検討した研究はみられないJ(16)

と指摘しているとおりで.わずかに収集できたの

は，各都道府県の運営適正化委員会が苦情解決体

制の活動状況に関する調査結果であるが.その概

要をうかがい知ることができる程度である。

ここでは.筆者が活動している滋賀県下の状況

を取り上げることとする。

滋賀県運営適正化委員会『平成23年度福祉サ

ービス苦情解決体制整備状況等に関する調査jに

よると川'苦情解決体制において第三者委員を

設置しているのは 65.8%で2005(平成 17)年調

査時の49.1%よりも設置は進んでいる口

しかし第三者委員が l年間に事業所を訪問し

た日数について， rO回」が26.0%，11回」が

19.4%となっており r11回以上」との回答は
5.9%で.依然として定期的な訪問活動はほとん

ど行われていない。

そして.第三者委員の活動として高い比率を示

しているのは， r事業者への助言J(30.1 %). r苦
情受付担当者から受け付けた苦情内容の報告聴

取J(27.6%に「苦情解決責任者から苦情にかか
る事業の改善状況等の報告聴取J(21.2%)で，
苦情申出人との直接的なかかわりを示す「利用者

からの苦情の直接受付J(6.6%) r苦情申出人へ
の助言J(5.3%)は l割にも満たない低率になっ

ている。さらに問題なのは 「活動は行われてい

ない」との回答が29.1%に達していることであ

る。

これらのことから，滋賀県下では.苦情解決制

度において第三者委員を設置するという体裁は整

いつつあるが.それは形だけで実際には機能して

いるとは言えない現状にあると言ってよいだろ

つ。

さいごに，具体的な実践事例として.行政主導

でネットワーク化を図り，苦情解決事業を展開し

ている川崎市苦情解決第三者委員会を取り上げて

みたい。

川崎市は苦情解決体制への独自の取り組みとし

て第三者委員会を， 2年間の議論を経て 2003年4

月に設置したが.行政主導の地域ネットワーク型

オンフ'ズマンという特徴をもっている。

2010年2月現在，加盟施設は合計 131・事業所

(身体・知的・精神の障害者関連施設で入所 6，

日中活動事業所53. グループホーム・ケアホー

ム72)であるが. もう一つの特徴は.第三者委

員を補佐する「協力員Jの存在である。協力員は
2カ月に l回程度担当する施設への訪問を行うこ

とになっている。

第三者委員 l名と 5-6名の協力員でグループ

を構成し.苦情解決にかかる活動はまずこのグル

ープ単位で行われる。さらに. 2か月に l回.第

三者委員，協力員.行政担当者.加盟施設の委員

が集まり.グループごとに活動状況報告.対応に

ついて協議.情報共有.研修(権利擁護など)が

行われる (1針。

4 第三者委員の役割とは何か

(1)第三者委員は矛盾した存在である

制度上，誰を第三者委員に選任するかは事業者

の判断に委ねられていることから.第三者委員

は，事業者によって委任されながら.利用者の立

場に立つという矛盾した存在であるという本質的

な問題をかかえている。このような位置づけにあ

ることを認識し利用者の代弁者となれる第三者

委員を事業者が選任する可能性は.誠意や熱意に

ゆだねられているといってよい。また，権利擁護

の概念からして.利用者からも事業者からも中

立，公正な立場であると理解することにも誤りが

あると考える。

このような矛盾を克服し第三者性を担保でき

るのは.先に紹介した湘南ふくしネットワークの

オンプズマン活動であると考えられていたのであ

る。

しかし地域ネットワーク型福祉オンプズマン

の活動は.一部の地域に限られていた状況で，

「各自治体では.早急に形を整えることが必要だ

と判断されてしまい 監査の過程で直ちに第三者

委員を就任させるよう指導・勧告がなされたJ(19)

ため.そうした素地のない地域では.当初の構想‘

に反して形だけが整えられてしまったのである。

これは，先述の調査結果で.法人や事業所単独で

第三者委員を選任する方法をとっている場合が大

半を占めているという実態(20)にあらわれている
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といえよう。

(2)第三者委員の活動のあり方

第三者委員創設過程での構想.大阪府下の調査

結果や実践事例から 第三者委員が利用者の代弁

者であるためには 利用者の元に出向かなければ

ならないことは明らかである。

とくに.利用者が苦情として言葉で表明できな

い場合には.定期的な訪問を通して，継続的に利

用者とコミュニケーションを図る中で，ちょっと

した会話や表情などから言葉にならない訴えをく

み取ることで利用者の苦情を代弁するという.第

三者委員からの積極的な働きかけが不可欠であ

る。これについては，介護保険市民オンプズマン

機構大阪のオンブズマン活動が重要な示唆を与え

ている。

介護保険オンプズマン機構大阪は.養成講座を

開催して自前でオンプスマンを養成し，大阪と兵

庫県下の高齢者福祉施設に派遣している。オンプ

ズマンを施設と利用者の「橋渡し役Jととらえ，
苦情の申し出ができない利用者のベッドサイドま

で足を運び，埋もれている苦情や要望を吸い上げ

ていく活動をしている (21)。このことから，苦情

解決制度は.苦情の申し出があって始めて機能す

る仕組みであるが，第三者委員はこの仕組みを機

能させる，仕組みを動かしていく役割を担う必要

があるといえるのではないだろうか口

また.福祉サービスは施設内という閉鎖的で密

室化しやすい場で提供されることから，第三者の

関与が必要であるという視点からも，第三者委員

の定期訪問の重要性を見出すことができる。

その根拠として.国民生活センターが調査結果

をあげてみたい。

この調査は.高齢者ホームを訪問している第三

者を対象に，入居者の暮らしをどのように把握し

ているかを調査したものであるが.第三者が利用

者やその家族から苦情を聞いたことがあるという

回答が5割強に上っており，介護の仕方や食事・

入浴に関すること 職員の言動などについての苦

情の比率が高くなっているo また，身体拘束を目

にしたことがあることや l割程度の施設で排池

時にプライパシーの配慮がなされていなかったな

ど，定期的に訪問し，権利擁護の視点で利用者側

から実態を把握することでさまざま問題点が見え

てくることが明らかになっている (22)。

(3)第三者委員活動は利用者援助に必要

先述の大阪府下の調査で 訪問回数が f12回

以上jの施設で. fサービス内容の改善Jf利用者
によい影響がある」と回答した比率が高かったと

いう結果は，第三者委員が定期的に訪問して苦情

を聞き取る活動をすることが利用者援助におい

て何らかの成果をあげているということを示して

いるo このことは 第三者委員の活動を含む苦情

解決への取り組みを，利用者への援助のー側面と

して積極的にとらえω' 苦情解決のための対応

をするということは，苦情を通じて援助過程をた

どっていくことであり 第三者委員活動を積極的

に事業運営に取り込んでいくことの重要性を，事

業者に認識させることにつながると考えられる。

ただ，現時点では，利用者援助にどのような成

果があるのか.職員の業務にどのような効果をも

たらすかといった具体的な内容の調査・分析の蓄

積がなされていないという問題がある。十分な説

得力をもって，第三者委員活動の重要性を社会に

発信していくためには 介護保険市民オンフゃズマ

ン機構大阪が毎年発行している，オンフ。ズマン活

動の実績の事例分析のような取り組みが必要であ

ると考える。

5 おわりに

苦情をうまくまとまった言葉にして言えなかっ

たり.言い出しにくい状況があったりすることか

ら，それを受けとめる側の対応が苦情の有無を大

きく左右する。したがって，苦情の申し出におい

てどのような取り組みをしているかということを

抜きにして，苦情の多寡でサービスの内容を評価

することは誤りであろう。また，申し出た人のプ

ライパシーにかかわる極めてデリケートで個別的

な問題であるため，苦情解決過程を含めて，社会

化していくには細心の注意が必要である。そし

て.それを一般化・普遍化した形で情報発信して

いくためには相当な労力を要すると思われる。

しかし，これまで述べてきたように，利用者の
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権利擁護の視点に立ち.利用者の代弁者としての

役割を第三者委員が発揮していくためには.制度

そのものの矛盾を克服しなければならない。その

ために必要なのは 第三者委員活動の質的な現状

把握・分析を行い，利用者援助において重要な役

割を果たしていることを示し 形骸化している活

動をどうすれば変えていけるかを明らかにするこ

とであろう。

そこで，今後は.筆者が第三者委員活動をして

いる法人の第三者委員活動について.利用者援助

においてどのような成果をあげてきたか，職員の

業務においてどのような効果をもたらしてきたの

かということに視点をおいて.自らの活動を振り

返ることを研究課題としたい。
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